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１．ガソリンへのバイオエタノール導入拡大

について
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■カーボンニュートラル燃料の必要性

• 運輸部門のGHG排出削減は不可欠。このため、バイオ燃料の導入拡大についても推進し、

バイオ燃料及び合成燃料の活用によって液体燃料のカーボンニュートラル化の実現が重要。

運輸部門における二酸化炭素排出量 ガソリンのカーボンニュートラル化イメージ

（出典）国土交通省HP https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html 現状 移行期① 移行期② 将来

化石燃料

合成燃料

⚫ EVやFCVの導入、車の燃費向上等によってガソリン需要は、減少す
るものの一定数が残ると見込まれる。

⚫ そのため、ガソリンのカーボンニュートラル化は重要。

EVやFCVの導入、
車の燃費向上等
による需要減少

需
要

ほぼ
化石燃料

バイオ燃料で
脱炭素化

合成燃料で
更に

脱炭素化

ガソリンの
カーボンニュートラル化

バイオ燃料

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）
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（出典）米国穀物協会（U.S. Grains Council：USGC） <https://safmagazine.com/articles/usgc-publishes-new-ethanol-infographics>

• 多くの国でガソリンへのバイオエタノールの混合が進められている。

• インドは25年までに全土でE20の実現、ブラジルは30年までにE30の実現を目指している。

各国のバイオエタノール混合率

■諸外国のバイオエタノール導入状況

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）
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■諸外国のエタノール自給率

• 米国やブラジルなどは、バイオエタノールを国内で生産し、使用することが可能（自給率が高い）。

• 他方、我が国は、バイオエタノールを海外から調達する必要があることに留意が必要（自給率ゼロ） 。

各国のエタノール自給率

（出典）三菱総合研究所調査データを基に、資源エネルギー庁作成（各種公表データ（主に2023年値）から、①エタノール国内生産量、②エタノール国内消費量をそれぞれ調査し、その割合（①÷②）をエタノール自給率として算出）

カナダ

自給率44％
米国

自給率110％

ブラジル

自給率124％

パラグアイ

自給率100％
アルゼンチン

自給率101％

中国

自給率96％
英国

自給率38％
フランス

自給率70％
日本

自給率０％

タイ

自給率101％
フィリピン

自給率48％
豪州

自給率100％

メキシコ

自給率65％

インド

自給率101％

ポーランド

自給率100％

【自給率の表示色】
• 50%< …青色
• 50～100％ …緑色
• 100％> …赤色

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）
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検討課題 検討課題

①バイオエタノールの
調達ポテンシャル

➢ バイオエタノールの調達は、輸入が主体。バイオエタノールの導入拡大に向けて、関係国との
資源外交を通じて、安定的なサプライチェーンの構築を実現させていく必要がある。その際、
２か国間や複数国間によるハイレベルの会談を通じたバイオエタノール調達に関する相互コ
ミットは有効な手段。

➢ バイオエタノールは、ガソリンと同様の値動きをする傾向があるが、今後、世界的なバイオエ
タノールの需要拡大に伴い、調達コストは増大する可能性があることに留意が必要。

➢ 自給率向上のため、国産バイオエタノールの可能性についても追求していくべき。

②ガソリンへの混合方式
【直接混合・ETBE】

➢ バイオエタノールを加工したETBEをガソリンにブレンドして使用する方法（ETBE混合）を採
用してきたが、世界的に主流であるバイオエタノールをガソリンに直接ブレンドして使用する
方法（直接混合）についても取り扱っていくべき。

③燃料品質

（環境・安全対策）

➢ E10を超えるバイオエタノール、あるいは酸素分3.7%を超えるETBEを導入する場合、燃料
の安全性や排ガス基準への影響等の検証が必要を経て、新たな基準の策定が必要。

④供給インフラ

➢ バイオエタノールの導入拡大には、新たな設備投資を要する（例えば、直接混合におけるブレ
ンディング設備の新設やタンクの腐食対応、サプライチェーン全体の水分混入対策等）。

➢ 供給インフラの見直しやガソリン需要、対応車両の普及拡大見通しを踏まえて、設備投資の対
象や規模を具体的に精査していく必要がある。

⑤車両対応

➢ 現状、E10/ETBE22混合ガソリンに対応した車は既に市場に存在（非対応車も存在） 。

➢ E10水準を超える車については、検証を踏まえた新たな基準の策定や、それに基づく型式登録
が必要。

■バイオエタノールの利用拡大に向けた主な検討課題

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）
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■ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた方針

◆ 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、エネルギー密度が高く、可搬性、貯蔵性に優れる液体燃料は、必要不

可欠な燃料。このため、自動車のマルチパスウェイの取組に合わせながら、液体燃料のカーボンニュートラル化を目

指していくことが重要。

◆ このため、ガソリンにおいては、2030年度までに、一部地域における直接混合も含めたバイオエタノールの導入拡

大を通じて、最大濃度10％の低炭素ガソリンの供給開始を目指す。

◆ また、E20の認証制度にかかる議論を速やかに開始し、車両開発等のリードタイムを十分に確保した上で、2030年

代のできるだけ早期に、乗用車の新車販売におけるE20対応車の比率を100%とするこ と を 目 指 す。                  

その上で、2040年度から、対応車両の普及状況やサプライチェーンの対策状況などを見極め、対象地域や規模の拡

大を図りながら、最大濃度20％の低炭素ガソリンの供給開始を追求する。

◆ さらに、2050年カーボンニュートラル実現に向け、合成燃料（e-fuel）についても、2030年代前半までの商用化実

現に向けた必要な取組を推進するものとし、バイオ燃料及び合成燃料の活用によって、ガソリンのカーボンニュート

ラル化を目指す。

◆ 上記方針を踏まえ、今後、関係団体や有識者、政府関係者等によって構成された合成燃料（e-fuel）官民協議会にお

いて専門的な検討を行い、ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた具体的なアクションプランを策定する。

その際、政府は、制度や支援など、必要な環境を整備する。

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）
（第17回脱炭素燃料政策小委員会（2024年11月11日）の資料を一部強調）
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■ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた取組

• 合成燃料（e-fuel）官民協議会や資源エネルギー調査

会（脱炭素燃料政策小委、資源・燃料分科会）等にお

ける検討・審議を経て、昨年11月にガソリンへのバイ

オエタノール導入拡大に向けた方針を策定。

• 本官民協議会 商用化推進WGの下に関係する業界団

体や企業、シンクタンク、関係行政機関等で構成され

た『ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた

アクションプラン策定タスクフォース』（バイエタ

TF）を設置。

• バイエタTFにおいて、アクションプラン（取組工程

表）の策定に向けた議論や調整を集中的に行っていく。

• アクションプランの策定・公表は本年6月頃を目指し、

その後は、そのアクションプランに基づいて官民で取

組を推進していく。

【2024年6月】官民協議会 合同WG
➢ 自動車用燃料（ガソリン）を念頭に置いたバイオ燃料の利用拡大に
向けた施策イメージについて検討

【2024年11月】審議会（脱炭素燃料政策小委、資源・燃料分科会）
➢ ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた方針を策定

【2024年12月】官民協議会 合同WG
➢ 資源エネルギー調査会における審議結果について報告
➢ 商用化推進WGの下にガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた
アクションプラン策定タスクフォース（バイエタTF）を設置する旨、連絡

➢ 今後のスケジュール等について連絡

【2025年～5月】バイエタTF
➢ アクションプラン策定に向けて議論・調整を集中的に実施

【2025年6月頃】官民協議会 WG/審議会
➢ 次世代燃料の導入促進に向けた官民協議会 商用化推進WG、脱
炭素燃料政策小委においてアクションプラン（案）に関する検討・審
議を経て公表

出所：第3回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会（2024年12月25日）を更新



２．ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた

アクションプラン策定タスクフォースについて

9



10

■バイエタTFについて

• バイエタTFの下に、①燃料品質・車両規格チーム、②燃料調達チーム、③供給インフラチームを組成。
これらチームにおいて、それぞれのアクションプランの素案作成を行う。各チームにはチーム長を置き、
全体管理を行う。

• アクションプランの全体調整は、バイエタTF（全体会合）が行う。

⚫ 各チームから出てきた素案の全体調整 など

⚫ バイオエタノール導入拡大に必要となる供給イ
ンフラ整備について検討

⚫ 主なメンバーは、石油元売り・石油流通/供給・
SS設備・シンクタンク・行政（消防庁・経産
省）

バイエタTF（全体会合/各チーム員全員参加）

③供給インフラチーム

⚫ E20/ETBE44に関する燃料規格の作成、法制化
の道筋の検討

⚫ E20/ETBE44の燃料規格を基にした対応車両基
準の策定に関する道筋の検討

⚫ 主なメンバーは、石油元売り・自動車・シンク
タンク・行政（経産省、国交省、環境省）

①燃料品質・車両規格チーム

⚫ バイオエタノール導入拡大に関する供給シナリ
オの検討

⚫ バイオエタノールの海外調達拡大/国内調達可能
性の検討

⚫ バイオエタノール調達に係るインフラ整備及び
ロジスティクス

⚫ 主なメンバーは、石油元売り・シンクタンク・
行政（経産省）

②燃料調達チーム
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■バイエタTFの開催実績

• 本年2月にバイエタTFをキックオフ。その後、各チームでアクションプラン策定に向けて具体的な議論・調整を集中的

に実施。定期的にチーム長会議を行うことで、チーム間の調整を行った。

◆全体会合

第１回 2/26、第2回 5/14

○チーム１：燃料品質・車両規格

第1回 3/3、第2回 3/12、第3回 3/31、第4回 4/17、第5回 5/14

○チーム２：燃料調達

第1回 3/10、第2回 4/9

○チーム３：供給インフラ

第1回 3/7、第2回 3/28、第3回 4/8、第4回 4/17、第5回 4/24

【開催実績】



12

①燃料品質・車両規格チーム

• 燃料品質・車両規格チームでは、以下に関する検討を行う。

◦ E10/ETBE22に関する燃料規格の見直しに関する道筋

◦ E20/ETBE44に関する燃料規格の策定、法制化に関する道筋

◦ E20/ETBE44の燃料規格を基にした対応車両規格の策定に関する道筋

◦ その他、必要な事項

検討課題の分類 検討課題 主な検討の論点

燃料品質
（環境・安全対策）

• E10を超えるバイオエタノール、あるいは酸
素分3.7%を超えるETBEを導入する場合、
燃料の安全性や排ガス基準への影響等の検証
が必要を経て、新たな基準の策定が必要。

• E10/ETBE22および
E20/ETBE44に関する燃料
規格・排ガス基準・関連法
規の見直し・策定

• 上記の項目に係る時間軸

車両対応

• 現状、E10/ETBE22混合ガソリンに対応した
車は既に市場に存在（非対応車も存在） 。

• E10水準を超える車については、検証を踏ま
えた新たな基準の策定や、それに基づく型式
登録が必要。

• E10対応車の普及・拡大
• E20の燃料規格を踏まえた

E20対応車両規格の策定、
対応車製造体制の整備

• 上記の項目に係る時間軸

カテゴリー 団体/法人名

石油元売り 石油連盟

石油元売り ENEOS株式会社

石油元売り 出光興産株式会社

石油元売り コスモ石油株式会社

自動車 日本自動車工業会（トヨタ自動車株式会社）

自動車 日本自動車工業会（日産自動車株式会社)

自動車 日本自動車工業会（マツダ株式会社）

自動車 日本自動車工業会（スズキ株式会社）

燃料技術 一般財団法人カーボンニュトラル燃料技術センター

シンクタンク 一般財団法人エネルギー総合工学研究所

シンクタンク 株式会社三菱総合研究所

行政 国土交通省

行政 環境省

行政 経済産業省

＜チームメンバー＞
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②燃料調達チーム

• 燃料調達チームでは、以下に関する検討を行う。

◦ バイオエタノールの導入拡大に関する供給シナリオ ※供給シナリオについてはチーム①③と相談

◦ バイオエタノールの海外調達拡大／バイオエタノールの国内調達可能性

◦ バイオエタノール調達に係るインフラ整備及びロジスティクス（主に、バイオエタノールの一次受入～製油所・油槽所までの輸送）

◦ その他、必要な事項

検討課題の分類 検討課題 主な検討の論点

バイオエタノールの
導入拡大シナリオ

• 導入拡大に当たっては、供給インフラの見直
しが必要となることから、一部地域での供給
実証により課題を洗い出すことも有効な手段。

• 供給拡大にあたっては、地域、規模、供給方
法等、様々なシナリオが存在する。

• 一部地域での供給シナリオ
の検討（地域、規模、供給
方法、対象インフラ、品質
対応等）

• 供給拡大のシナリオ検討

バイオエタノールの
調達ポテンシャル

• バイオエタノールの調達は、輸入が主体。バ
イオエタノールの導入拡大に向けて、関係国
との資源外交を通じて、安定的なサプライ
チェーンの構築を実現させていく必要がある。

• バイオエタノールは、ガソリンと同様の値動
きをする傾向があるが、今後、世界的なバイ
オエタノールの需要拡大に伴い、調達コスト
は増大する可能性があることに留意が必要。

• 自給率向上のため、国産バイオエタノールの
可能性についても追求していくべき。

• エタノール必要量の想定、
海外調達計画の策定

• 国内調達可能性の模索
• 調達方式の検討
• 安定調達に向けた方策の検

討
• 上記の項目に係る時間軸

調達に係るインフ
ラ・ロジスティクス

• バイオエタノールの導入拡大には、新たな設
備投資を要する（例えば、直接混合における
ブレンディング設備の新設やタンクの腐食対
応等）。

• 輸送手段の確保
• 基地タンク・内航ケミカル

タンカーの増備や改修の検
討

• 製油所でのブレンディング
施設・タンクの新設・増強
の検討

カテゴリー 団体/法人名

石油元売り 石油連盟

石油元売り ENEOS株式会社

石油元売り 出光興産株式会社

石油元売り コスモ石油株式会社

石油元売り 太陽石油株式会社

石油元売り 富士石油株式会社

石油元売り バイオマス燃料供給有限責任事業組合（JBSL）

シンクタンク 株式会社三菱総合研究所

行政 経済産業省

＜チームメンバー＞
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③供給インフラチーム

• 供給インフラチームでは、以下に関する検討を行う。

◦ バイオエタノール導入による供給インフラに必要となる対策

◦ 上記と、燃料調達チームが策定したバイオエタノールの導入拡大
に関する供給シナリオ（案）を基に、バイオエタノール導入拡大
をする上で必要となる供給インフラ整備のスケジュールや規模、
必要となる投資額・法令対応等（製油所～ＳＳまでのインフラを
対象とする）

◦ その他、必要な事項についての検討を行う。

検討課題の分類 検討課題 主な検討の論点

供給インフラ

• バイオエタノールの導入拡大には、新たな設
備投資を要する（例えば、SSタンクの腐食対
応、サプライチェーン全体の水分混入対策
等）。

• 供給インフラの見直しやガソリン需要、対応
車両の普及拡大見通しを踏まえて、設備投資
の対象や規模を具体的に精査していく必要が
ある。

• タンクローリ、SSなど供
給・販売設備で必要となる
対策検討

• SSでのE10/E20の誤給油
対策検討（SSでの計量
器・ノズルの表示等）

• 上記の項目にかかる時間軸、
必要な投資額

＜チームメンバー＞

カテゴリー 団体/法人名

石油元売り 石油連盟

石油元売り ENEOS株式会社

石油元売り 出光興産株式会社

石油元売り コスモ石油マーケティング株式会社

石油元売り 太陽石油株式会社

石油元売り キグナス石油株式会社

石油流通 伊藤忠エネクス株式会社

石油流通 エネクスフリート株式会社

石油流通 全国石油商業組合連合会

SS計量器 日本ガソリン計量機工業会（株式会社タツノ）

SS計量器
日本ガソリン計量機工業会
（トキコシステムソリューションズ株式会社）

SS計量器 日本ガソリン計量機工業会（株式会社トミナガ）

SS地下タンク タマダ株式会社

SS油面計 昭和機器工業株式会社

輸送 日本自動車車体工業会

輸送 日本自動車車体工業会（昭和飛行機株式会社）

輸送 日本自動車車体工業会（東邦車輛株式会社）

シンクタンク 株式会社三菱総合研究所

行政 消防庁

行政 経済産業省



15

■バイオエタノール導入拡大に向けた課題①
• ガソリンへのバイオエタノール導入に向け解決すべき課題も多い。今回、課題解決のための取組をアクションプランとして整理。導入拡

大に向け官民で取組を推進していく。

エタノール生産 輸送・貯蔵 E10/20ガソリン製造 製品輸送 販売

➢ 最適な輸送ルート検討(エタノール
貯蔵基地含む)

➢ 備蓄水準検討

➢ 船舶確保

➢ E10/E20規格の設定(蒸気圧、
長期貯蔵安定性など)。

➢ 保証範囲の明確化(エタノール混
合前の保証で良いか等)

➢ 先端ブレンド出荷要否(タンクブレン
ドではダメか？

＝製油所必要インフラ最適化)

➢ 製油所における他油種との需要バ
ランス変化(連産品)

➢ ローリー設備対応有無

➢ E10/E20の船舶輸送可否

➢ 油槽所出荷への拡大要否

➢ E10/E20ニーズの調査

(⇒先行導入地域の判断)

➢ 水分対策など管理体制

➢ 誤給油への対策と対応

➢ 従来ガソリン販売SSとの区分け
(E10/E20取扱マーク等)

➢ E10/E20取扱マニュアル整備

➢ SS設備対応可能な規模感

➢ 消費者理解促進のための広報活
動

➢ 国産原料のポテンシャル調査(w/
農水省等)

➢ エタノール直接混合用エタノールの
保証性状策定

➢ 安価かつ環境価値の高いエタノー
ル確保(生産国との外交交渉含
む)

➢ 生産国(米/伯など)の輸出インフラ
調査/整備要否

➢ 第2世代以降のエタノール生産拡
大、コストダウン

(全体)

➢ 働き方改革、CNバブルに伴うエンジニアリング不足による工程遅延

➢ 先行導入の必要性アピール

➢ サプライチェーン全体に係る海外事例の詳細調査(E20、一般自動車用途以外(発電機など)のニーズ含む)

➢ 政府支援

➢ 環境価値のアピール方法(証書化、国際認証など)

➢ 排ガス規制対応

➢ ETBE方式との両立要否

エタノール直接混合ガソリン導入のサプライチェーンにおける課題
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■バイオエタノール導入拡大に向けた課題②
• 特に製品輸送、販売における課題は次の通り。

【タンクローリー設備の主な課題】

〇タンクを含め、アルミ製の部材を多く使用、E10、E20に耐性のある部材への変更が必要

→改修が必要な部材の特定と改修（情報収集・開発期間・コスト、型式変更等）

→車両重量の増加により積載可能量が減少した場合の対策

【SS設備の主な課題】

〇計量機・配管等にアルミ製の部材を多く使用、E10、E20に耐性のある部材への変更が必要（他に樹脂、ゴム、真鍮なども懸念）

→改修が必要な部材の特定と改修（情報収集・開発期間・コスト、型式変更等）

〇地下タンクの改修・新設等（タンク清掃のためのマンホール設置、FRP内面ライニングの耐性の確認と対策、油種追加時のタンク
新設または切替時の対応（清掃・水処理）等）

→設置工事費用と工期（SS休業が必要）

〇油面計の改良・開発（水・アルコール水・ガソリンを検知するフロートとセンサーの開発、型式変更等）

→開発に要するコストと期間

【SS事業者の主な課題】

〇設備改修コスト負担、将来のSS経営継続に係る不安（設備改修が埋没資産化、改修困難なSSが多数存在）

E10、E20導入に係る供給設備対応の主な課題



３．ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けた

アクションプラン（案）及び取組方針
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(環境規制対応/国際調和対応)

■ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けたアクションプラン（案）

燃料品質・
車両規格

供給インフラ
(輸送/SS関連)

燃料調達
(製油所/油槽所)

SS/ローリー設備対応検証・開発、
取扱いガイドライン作成、法令・規格改正対応（含む検討）

最
大E

2
0

相

当
供
給
開
始

導入地域/
拡大範囲検討

誤給油対策

FS/FEED
（実現可能性調査/基本設計）

拡大に向けた
方針

設備
改修

※工程は取組状況に応じて前後する可能性あり。E20相当を見据えて予め対応を進める。海外実績等を踏まえ省力化できる部分は積極的に前倒し。政府としても導入支援を検討していく。
※本アクションプランは、先行導入地域や導入量も含め、今後調査・検討を進める中で精緻化していく。課題を洗い出し、対応車両の普及状況も考慮した上で供給規模の早期拡大を目指す。

2025fy 2026 2027 2028 2029 2030～ 2040

課題精査

EPC
（設計・調達・建設）

最大E10相当供給拡大

拡大
範囲
検討

法令・規格改正対応（含む検討）

FS/
FEED
/EPC ・・・ (順次拡大)

E20対応車両の販売、普及

消費者広報

設備
改修

・・・ (順次拡大)

誤給油
対策

消費者広報

E10対応車両の販売、普及

海外事例調査共通

E10燃料検討 E20燃料検討

E10車両評価試験 E20車両評価試験

E20対応車
新車販売比率100%

検討条件の設定

最大E10相当先行導入

燃料海外調達拡大・国内調達可能性等の検討

★
E10規格改正

★
E20規格改正

18
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■燃料品質・車両規格
【取組１．世界観の策定】

・シナリオの策定（E20までを前提）：E10、E20実装時の燃料の製造方法、ガソリン基材構成（生産量を仮
定）、車両の置き換え、対応車/非対応車の台数、排ガス・燃費認証方法などを想定してシナリオを策定する

【取組2．海外事例調査・先行事例の共有、活用調査】
・エタノール燃料を使用している他国の燃料品質、車両対応などに関する状況を調査

（調査会社への委託、自動車会社から情報提供）

【取組３．標準燃料の決定】
・E10:燃料規格の変更の必要有無を検討

E20:燃料製造・車両影響の検討を基に、標準燃料を設定

【取組4．車両の評価、燃料混合使用時の影響】
・E10（変更があった場合）および想定されるE20燃料を使用し、車両排気への影響、材料への影響、エバポ

への影響、運転性（ドライバビリティ）への影響などを検討。必要があれば車両または燃料での対応を検討
・エタノールとETBEが混合されて使用された場合の影響を検討（E0とE20混合時の影響も考慮）

【取組5．法・規制改正】
・JISの改正手続き（原案作成委員会＆化学・環境技術専門委員会）
・必要があれば関連する法規改正のための活動を実施（要精査）
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■燃料品質・車両規格
取組 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年～

１．世界観の策定
・E20ガソリンの前提策定

・E10,E20対応車両の想定

２．海外事例調査・先行
事例の共有、活用

３．標準燃料

４．車両＆燃料評価
①揮発性等の影響確認

②混合影響

５．法・規制改正

燃料規格化の背景・経緯・根拠等の調査

規格改正完了時期

標準燃料決定時期

E20検討

E10検討

E10 E20

※現状の認証規格については自動車会社から情報提供

排ガスE10

エバポE10

材料影響E20

運転性E10

排ガスE20

エバポE20

※調査等で検討項目精査

運転性E20

※規格化手続きと並行して最終確認

※規格化手続きと並行して最終確認

※規格化手続きと並行して最終確認

※ETBE22評価は検討
結果を受けて要否確認

E10 E20

JIS改正手続き JIS改正手続き

品確法関係法令改正

E20

品確法/大防法/車両法等に基づく関係法令
・JIS改正手続き
※環境規制、国際調和対応が必要な場合
※燃料評価を進める中で短縮を図る

E10※各種法令対応が必要になる可能性有
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■燃料調達（製油所/油槽所）
【取組１．海外事例調査】

・既にエタノール直接混合ガソリンを導入している海外事例の具体的調査(例：インフラ対応有無、品質管理方
法、規格/規制や政府支援有無など) 

【取組２．先行導入】
・エタノール直接混合ガソリン導入にかかる各種懸念/課題を整理し、それら課題解決に向けた先行導入地域を

選定
・導入拡大時の規模感も初期検討

※対応必要期間は製油所/油槽所の想定。エンジニアリングリソース不足等による工程遅延懸念は未考慮。

【取組３．導入拡大】
・取組2の先行導入結果も考慮し、導入拡大範囲とターゲット(ETBEとの併用含む) を再検証して順次導入拡

大。設備はE20も見据えて対応

【取組４．エタノール調達検討】
・国内調達可能性も含めたエタノール調達ソース検討
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■燃料調達（製油所/油槽所）
取組 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年～

1.海外事例調査

2.先行導入

3.導入拡大

4.エタノール調達検討

導入時の設備対応、
政府支援等

先行導入地域選定

FS/FEED
(実現性可能性調査/基本設計)

EPC(設計・調達・建設)

先行導入(～2年間程度を想定)

導入拡大範囲再検証
↓
順次拡大
(2030年代前半～)

導入拡大範囲(導入量
含む)の初期検討
(複数ケースを想定)



23

【前提：E10相当ガソリンの先行導入】
・2028年度下期目途にエタノール最大濃度10％相当の低炭素ガソリンを小規模・先行的に供給

【取組１．海外調査】
・SS・ローリーの設備対応全般、SS内の品質管理、顧客への誤給油対策、SS・ローリー従業員への教育訓練等

【取組２．バイオガソリン取扱いに係るガイドラインの策定】
・海外の事例を参考にバイオガソリン取扱いに係るガイドラインを策定

【取組３．関係法令改正及びその対応】
・バイオガソリン導入に係る関係法令（消防法、品確法、車両法等）の改正必要性を精査し、必要に応じて対応を検討

【取組４．SS設備対応】
・海外事例調査を踏まえ、対策を必要とする設備・部材を特定/検証/開発し、施設改修する
・SSの実情を踏まえ、E10・E20対応が可能なSSの規模感・設備パターン等の検討と構築（含む改修コスト試算）

【取組５．タンクローリー設備対応】
・海外事例調査を踏まえ、対策を必要とする設備・部材を特定/検証/開発し、改修・製造する 

【取組６．誤給油対策】
・海外事例等を参考に顧客への誤給油対策を整備し、従業員教育を実施する

【取組７．消費者広報】
・消費者理解を得るための適切な広報のあり方を検討・実施

■供給インフラ（輸送/SS関連）
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■供給インフラ（輸送/SS関連）
取組 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年～

E10、E20導入

１．海外調査

２．ガイドライン策定

３．関係法令改正・
対応

４．SS設備対応

５．ローリー対応

６．誤給油対策
（含む従業員教育）

７．消費者広報

海外事例調査

ガイドライン１策定
（取扱編）

部材・設備の検証/部材・設備の開発

部材・設備の検証/部材・設備の開発

設備改修

改修・製造

導入実績を踏まえた見直し

導入実績を踏まえた法令改正

導入実績を踏まえた見直し

拡大方針を踏まえた対応

導入実績を踏まえた
増量に向けた追加対応

導入実績を踏まえた
増量に向けた追加対応

ガイドライン2策定
（設備編）

先行導入

拡大範囲の検討→供給開始

※ 足下の工期等を前提に、出荷基地から50Km圏内のSS50か所で先行導入を実施する場合を想定した。今後の先行導入地域選定に伴い精緻化していく。

※ SS改修等に係る人手不足等の影響や部材改良、法令対応等によりずれ込む可能性がある。

※ 先行導入の実績を踏まえ、拡大範囲を検討する。
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• ガソリンへのバイオエタノール導入拡大の方針は、第7次エネルギー基本計画に位置づけられており、

2040年度からの最大濃度20%の低炭素ガソリン供給追求に向けて、まずは「2030年度までに、一部地

域における直接混合も含めたバイオエタノールの導入拡大を通じて、最大濃度10％の低炭素ガソリンの供

給開始」を目指す中で、2028年度を目途に一部地域で先行導入を行うことで、本格導入に向けた課題の洗

い出しを行い、対応車両の普及状況も考慮した上で供給規模の早期拡大を目指すこととする。

• 車両の対応や設備の導入等にあたっては、事業者の開発や投資が二重の負担にならないよう、2040年度か

らの最大濃度20%の低炭素ガソリン供給を見据えた対応を検討していく。

• 今回まとめるアクションプランは策定時点のものであり、先行導入地域や導入量も含め、今後調査・検討

を進める中で精緻化していく。海外実績等から省力化できる部分については、積極的に前倒しをしていく。

• アクションプランに基づき官民で導入拡大の取組を推進し、定期的にアクションの進捗確認を行う。その

上で、アクションプランについては、進捗に応じて今秋を目途に見直しを行うこととする。

■アクションプランの取組方針について
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